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第１章 はじめに

社会の変化やグローバル化の進展に伴い，国境を越
える人的移動が頻繁になっている中，フェミニズム理
論の台頭を背景とし，国際移動という観点から「移民
の女性化」についての研究が進んでいる１）。その蓄積
してきた研究の中でも，特に労働や婚姻を理由とする

アジアからの女性移民が注目を浴びている２）。
東アジア地域でも国際結婚による女性移住者が増加

し続けている中，東南アジア地域から，台湾，日本，
韓国に移住する女性の増加が顕著である。日本におけ
る国際結婚件数（夫婦のいずれかが外国籍）の割合３）

は，１９８０年の時点で僅か総結婚数の０．９％であった
が，２００８年の時点では，約５倍以上の５．１％まで上っ
た。その中でも日本人男性と外国人女性との組み合わ
せは７７．７％の高い割合を占めた。その上，東南アジア
諸国出身女性の割合は３０．０％強も占めた。一方，韓国
の場合４），２００７年の総婚姻数のうち１１．１％の割合を占
める国際結婚のうち，韓国人男性と外国人女性との組
み合わせが８８．０％にも達した。東南アジア諸国の出身
女性の割合は２４．３％強であった。
台湾においても同様の傾向がみられる。２００９年の統

計５）では，国際結婚の割合は総結婚数の１８．６％を占め
た。国際結婚を組み合わせ別に見ると，台湾人男性と
外国人女性との組み合わせが９１．８％に達した。東南ア
ジア諸国出身の女性の割合は３９．４％強を占めている。
台湾における国際結婚の増加は，台湾人男性と東南ア
ジア出身女性との結婚の増加に起因していることが分
かる。
社会的コンテクストの中で形成・急増してきた国際
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結婚は，グローバル化という現象がもたらす，世界規
模での新しい局面である。国際結婚を通じて他のアジ
ア諸国から女性移民を受け入れる台湾，日本，韓国で
は，結婚移民女性の増加の速度が著しく，その影響が
ドラマチックに現れている。社会の人口構成や文化・
家庭構造の再編成に，影響を与えると考えられてい
る。アジアにおける結婚移民女性やその家庭をめぐる
問題は，今や無視できない大きな問題になりつつあ
る。
本稿は台湾における東南アジア系結婚移民女性に関

する研究動向及び現状について言及した上で，彼女た
ちに対する行政的教育支援策及び実践について考察す
る。それによって得られた示唆を，今後，日本や韓国
を始めとする各国において結婚移民女性問題が追究さ
れる際，その一助として寄与することを願う。

第２章 台湾における東南アジア系国際結婚

第１節 国際結婚形成の背景と推移

１９７０年代半ば頃，台湾には東南アジア系結婚移民女
性が続々と現れ，それ以降，台湾が東南アジア及び大
陸地域と密接な国際結婚関係を結ぶようになってい
る。既存の文献によると，台湾における国際結婚の形
成と発展はおよそ次の３つの時期に区切られる６）。
１９７０年代末から１９８０年代初期まで，国民党の軍隊に
ついて台湾に移住した一部の退役軍人は結婚相手が見
付からないため，台湾に居住する少数の東南アジア出
身華僑が仲介し，フィリピン，タイ，インドネシアな
ど東南アジアの女性が紹介された７）。その中では中国
系の貧しい女性がその多数を占めていた。早期の国際
結婚は，女性が労働を目的に来台した後，本人の意思
とは関係なく，現地で見合いと結婚を迫られ，男性側
も女性を全く知らないというパターンが多かった８）。
このような婚姻基盤と言語，文化の違い，年齢の差，
地位の不平等などの原因が重なり，結婚生活がうまく
行かず，女性が強いられた結婚から免れるために逃げ
るという事件がしばしば発生していた。
当時の一部の結婚移民女性は不法滞在者であり，正

式な身分証明を得ることができなかった。また，一部
の女性は，出身国でも戸籍に登録されていない為，盗
難に遭った身分証明，もしくは偽造のそれをもって台
湾に入国したケースもあった。このようにして，国際
結婚に関わる混乱した状況が，法律上の諸問題を生
み，また社会問題の原因となった。
１９８０年代中期以降，台湾の東南アジアに対する投資

が増え，台湾と東南アジアの経済交流が盛んになるに
つれ，両地域の人的交流，文化的交流が一層進むよう
になった。当時，台湾の工業化により農村の女性が都
市に流出した結果，結婚の望みの叶わない農村男性が
増え，彼らが台湾商人の仲介で，東南アジアの女性と
結婚するケースがこの時期に増えた。また，工業など
第二次産業に従事する男性の社会的地位，経済状況が
低かったことが彼らの結婚難を間接的に助長した。そ
こで，彼らは東南アジアに目を向け，仲介者を通して
結婚相手を探したのである９）。特に，台湾政府が１９９４
年に「南向政策」を発表し，公に台湾商人の東南アジ
ア投資を奨励した頃から，台湾男性が結婚相手を東南
アジアから迎える傾向が強くなった。この時期の東南
アジア系結婚移民女性は主に華僑子女及び華僑とタ
イ，インドネシア，ベトナム諸国の人との国際結婚家
庭の子どもであった。結婚移民女性の多くが東南アジ
アの華僑子女である原因は，結婚の当事者双方の言
語，文化風俗，生活習慣における違いがより少ないか
らだとみなされている１０）。
１９９０年代末から，農村に限らず，社会で理想的な結
婚相手が見つけられない都市部の台湾男性にも，東南
アジアや中国地域で相手を求める動きが活発となり，
中国やインドネシア，フィリピン，ベトナムなどの東
南アジアからの結婚移民女性の人数が激増した。仲介
業者を経て，台湾男性が数日間のお見合いツアーに参
加し，現地で女性と対面し，わずか数日の内にすばや
く結婚相手を決めることが一般化した。この頃から東
南アジア系結婚移民女性数が右肩上がりに増加し始
め，現在では台湾社会におけるごく普通の現象となっ
ている。
配偶者の教育と職業の地位について，「Marriage Gra-

dient」によれば，男性の志向は下向きで，自分より劣
る相手を選ぶ傾向がある。それに対して，女性は上向
きである。従って，収入，教育，容姿などで劣る男性
は，結婚難に陥りやすい。１９８０年代，台湾は世界経済
体系の中位にまで上昇し，東南アジア諸国との間では
貿易と労働力の輸出が盛んであった。当時，台湾では
都市と工業を中心とした長期政策が農村の空洞化を生
じさせ，低技能労働者の存続が危うくなった。社会の
主流から排除された農村男性や男性の低技能労働者
は，社会的地位がますます周縁化し，経済的貧困もあ
いまって国内婚姻市場での競争力が低下する傾向に
あった。この状況に対応する形で，それらの男性は外
部に配偶者を求めることを余儀なくされた。その一
方，東南アジア諸国経済の自由化，私有化や規制緩和
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とともに経済的発展のバランスが崩れ，多くの農民や
労働者が厳しい生存状況に直面するようになってい
た。農村での失業問題で，一部の人間，特に女性は先
進国への移住に望みを託さざるを得なくなった１１）。こ
のような状況をよく把握する仲介業者が増大し，台湾
と東南アジア地域の間の「貿易売買式」の国際結婚を
促した。
「貿易売買式」の国際結婚について，王宏仁（２００１）
は，経済流動の立場から，結婚移民女性増加の現象は
国内の配偶者不足と労働力不足を解消する策であると
指摘した１２）。また，夏曉鵑（２０００，２００２）は，国際結
婚は単純な貿易行為だけではなく，無形の国家的政治
力や経済発展の作用に押しのけられた男女が婚姻の形
式で生存権を維持する為の移動であり，「商品化され
た国際結婚」が資本主義の発展と密接につながってい
ると指摘した１３）。グローバリゼーションと高度な国際
分業の下で，国際結婚の源を追及すれば，劣悪な経済
的条件下にある台湾男性であれ，結婚移民女性になっ
た東南アジア女性であれ，低い社会的地位から生き残
るための抗争や反応であると理解し得る１４）。ゆえに，
国際結婚は個人の志向の問題や台湾の社会問題にとど
まらず，グローバルな流れの一環として，グローバル
経済，グローバル社会の変化に原因をもつ。つまり，
マクロな国際政治経済体系の枠に置かれてこそ解明で
きる現象である。資本主義の下で歪められた結婚移民
現象の発生は，実際に資本主義の発展に伴い経済的・
社会的に追い詰められた男女労働者が生存の存続を求
めた結果であり，抽象的な国際政治経済関係を個人の
社会関係に具象化したものである１５）。

第２節 結婚移民女性数の変化

台湾外交部１６）が発行したビザ数の統計１７）によると，
東南アジア諸国出身の結婚移民女性は１９９４年の時点で
４，８９９人，１９９７年には１６，００９人に達し，３年間で３倍
以上に増えている。このように，台湾の東南アジア出
身結婚移民女性は速いスピードで増加している。その
後，特に１９９８年と２０００年の間に急増したが，偽装結婚
を防ぐために２００４年から東南アジア現地での結婚移民
女性に対する面談措置を強化したため，増加のスピー
ドは緩和された。しかし依然として増加の傾向を示し
ている。２０１０年７月までに結婚移民女性（中国出身者
を除く）は延べ１３３，４６２人にもなった。その内，東南
アジア出身者は１２５，７６１人と，総数の９４．２％を占めて
いる（表１）。
このように台湾の結婚移民女性は増えつつあり，し

かも出身国は時期によって異なる。東南アジア諸国の
観光業の発展時期と台湾の経済投資の開始時期が国に
よって異なるため，或いは，台湾政府が国毎にビザ発
給数を制限したため，台湾男子の結婚相手の出身国
は，時期と台湾の政策要素によって変化していっ
た１８）。１９８０年代中期には，台湾の東南アジアに対する
投資は主にタイやフィリピン，マレーシアであるた
め，結婚移民女性の出身もタイとフィリピン出身者が
最も多かった。１９９１年からはインドネシア出身者の数
が顕著に伸びた。しかし，その後，ベトナムの外資開
放政策と共に，１９９６年からはベトナム出身者が，ほか
の国を追い抜き，第１位を占めるようになり，１９９９年
の時点でベトナム出身者の数はインドネシア出身者の
約２倍になった。全体から見れば，ベトナム出身の結
婚移民女性が増えつつある一方，インドネシア出身の
人数は穏やかな状態を維持し，フィリピン出身の人数
は１９９８年から明らかに減少している１９）。２０１０年７月ま
での時点では，ベトナム出身の割合が最も高く，
６２．４％も占め，それに次いでインドネシア出身が
１９．７％を占める（表１）。

第３節 結婚移民女性の地域分布

２００５年国際結婚の総数に対する割合（中国籍配偶者
を含む）を見ると，金門県が最も高く（３８．２％），次
に高いのが連江県（３７．５％），第３位（２４．３％）は嘉
義県であった２１）。これらはすべて農・漁業人口が多
い，都市化と工業化が相対的に遅れている地域であ
る。
居住する地域から見れば，１９８７年１月から２０１０年７

月までの戸籍統計によると，県，市における東南アジ
ア系結婚移民女性の分布状況は，数的には台北県が
２１，６８７人で第１位であり，桃園県の１５，１５５人が第２
位，第３位は台中県の９，１６８人であった（表１）。その
３つの地域はいずれも相対的に工業化や都市化が進ん
でいる地域であり，主たる経済活動は加工・製造業で
ある。しかし，人口数と割合から見ると，結婚移民女
性が集中しているのは，それらの地域の中で，経済的
に劣る地域である。言い換えれば，地域の産業構造か
ら見ると，農・漁など第１次産業や製造業など第２次
産業の職に従事する人が多い地方自治体に，結婚移民
女性が集中する傾向が強い。第１次産業や第２次産業
に従事する労働階層の台湾男性が比較的東南アジア女
性を結婚相手として選ぶ傾向にある。
統計２２）によると，東南アジア女性と結婚する台湾男

性の大部分の学歴は中学校もしくは高校卒業程度にと
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どまり，大卒の者は１３．２％しかいない。彼らの職業と
しては，農工業のほかに，トラックの運転手，小商人
などの労働者も比較的多い。教育の程度や職業などか
ら見れば，結婚移民女性を迎える台湾男性は台湾社会
の下層階級に属しているという事実が明白である。
また，既存の文献２３）によれば，高等教育の普及率の

高い県市では結婚移民女性の分布比率が低いのに対し
て，相対的に学歴が低い県，市，地域では，その比率
が比較的高くなる。所得や税金関係から見れば，一人
あたりが払う税金や家庭所得の高い県市では結婚移民
女性の比率が低い。つまり，経済的に豊かな地域では
結婚移民女性の比率が低いことを示している。
以上を纏めると，要するに，結婚移民女性の分布は，

地域の産業構造に深く関わり，地域における住民の教
育レベルや家庭所得と反比例の関係にある。結婚移民
女性の居住地は主に社会，経済地位の低い地域に偏
り，地域住民の教育レベル，家庭所得，産業構造など
の要素が地域における国際結婚の割合に影響すること
が分かった。つまり，結婚移民女性の大半は，台湾に
移住を始めた時から既に台湾人配偶者の社会階層など
様々な要素により，周縁化されていることが明白であ
る。

第３章 結婚移民女性が直面している問題

結婚移民女性は言語・文化・生活慣習などの差異に

表１ 台湾における結婚移民女性の数（１９８７年１月～２０１０年７月末までの累計） 単位：人

国籍
地域

合 計 ベトナム インドネシア フィリピン カンボジア タイ 日本 韓国 その他

合 計 １３３，４６２ ８３，２２６ ２６，３１１ ６，３４８ ４，３２１ ５，５５５ １，６８３ ７３４ ５，２８４

台北県 ２１，６８７ １４，０３５ ３，０３０ １，０５６ ４３５ １，０４９ ３０７ １８６ １，５８９

宜蘭県 ２，６９５ １，９３３ ３９７ ６２ １３２ ８２ １４ ９ ６６

桃園県 １５，１５５ ７，５９３ ４，０３３ １，０７０ ２９８ １，３９０ １０２ ５１ ６１８

新竹県 ５，０２３ １，７８８ ２，２５７ ３５０ ５４ ２６１ ５４ ３４ ２２５

苗栗県 ４，６７０ ２，４２６ １，７５４ １４１ ７０ １７３ ６ ５ ９５

台中県 ９，１６８ ６，２３０ １，５５２ ３６１ ５６８ ２６８ ２５ １１ １５３

彰化県 ８，５８３ ５，８２８ １，６１５ ３０４ ４１８ ２７９ ２９ １３ ９７

南投県 ４，１８６ ２，８４２ ８６５ ７７ ２２８ １１２ ６ ３ ５３

雲林県 ６，１２４ ３，７５９ １，７２０ １１０ ２７１ １３６ ４７ ５ ７６

嘉義県 ４，８８２ ３，３５２ １，１０８ １０４ １６９ ９８ ６ １ ４４

台南県 ５，９７４ ４，５３５ ６６３ １９０ ２８９ ２０２ １２ ４ ７９

高雄県 ７，４５６ ５，３６５ １，０５３ ３０３ ２７３ ２５２ １９ １７ １７４

屏東県 ７，１４７ ４，２８５ １，５９５ ７４９ ２３８ １４８ １９ ３ １１０

台東県 １，３１２ ８９２ ２４２ ８１ ４２ ２５ ４ ４ ２２

花蓮県 １，６６５ ９５４ ４９６ ４３ ６２ ４７ ６ ６ ５１

澎湖県 ８８２ ５１５ ３０６ ７ ４２ ３ ２ ０ ７

基隆市 ２，１３２ １，５５４ ２５２ ７４ ６７ ７９ １５ １８ ７３

新竹市 ２，２６９ １，１０２ ５９７ １６０ ２４ １２３ ９２ ３５ １３６

台中市 ３，６６１ ２，３７７ ４２９ １５４ １８３ １２０ １２２ ４５ ２３１

嘉義市 １，１５５ ７８４ １８２ ４２ ６３ ２８ １４ ６ ３６

台南市 ２，６８７ ２，０３２ ２８３ ８５ ４１ ７３ ６６ １６ ９１

台北市 ８，２６０ ４，４７３ ９０３ ４６５ １８３ ３６１ ６２２ ２１１ １，０４２

高雄市 ６，３７８ ４，４０１ ８６９ ３５５ １６５ ２４０ ９３ ５１ ２０４

金門県 ２８２ １５３ １０８ ５ ３ ３ １ ０ ９

連江県 ２９ １８ ２ ０ ３ ３ ０ ０ ３

注１ 帰化した（台湾国籍を取得した）結婚移民も含める。 出典：台湾内政部２０）
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より，台湾に移住してから様々な面で支障が生じてく
る。既存の研究を纏め，家庭内部と社会的観点という
二つの側面から結婚移民女性が直面している問題点に
ついて述べる。

第１節 家庭内部の問題点

第１項 言語コミュニケーションの支障と文化の差

異

結婚移民女性にもっとも多く見られる問題は，言葉
と不慣れな生活習慣から生じる文化摩擦やストレス，
及び人間関係における孤立化である。Turelove（２０００）
は，移民の移住先での生活適応度が本人の現地言語能
力と正比例すると指摘した２４）。結婚移民女性のマンダ
リン２５）や台湾語の能力不足は，まず第一に台湾人配偶
者や家族とのコミュニケーションに支障を生じやすく
する。さらに，彼女たちの台湾での生活適応や社会参
加，情報の獲得にとって大きな壁になる。
結婚移民女性が基本的な言語能力の問題を解決し，

結婚生活にスムーズに馴染み，台湾社会に溶け込むこ
とを促すために，政府は学者や民間組織と提携を始
め，１９９５年から言語学習コースを開設した。その後，
各県市政府と関連の福祉機関でも続々と言語や生活適
応のためのコースが発足した。

第２項 結婚当事者双方の教育レベルの低さ

大学卒業以上の学歴を持つ台湾男性の割合は１９８７年
の時点で既に２１．２％を超えた。２００９年の時点では，そ
の割合は３７．６％であり，大学卒業以上の学歴をもつ女

性の割合も３４．２％を占める２６）。
２００８年の結婚登録統計資料（表２）によると，台湾
籍を保有し結婚している男性の５２．０％は大学卒業以上
の学歴である。その一方，２００３年に実施された「外国
籍と大陸配偶者生活状況調査２７）」によると，結婚移民
女性と結婚している台湾籍男性で，大学卒業以上の学
歴を擁する者は１２．５％しかいない，つまり低学歴の傾
向にある。
一方，同調査により，結婚移民女性の母国において

の学歴は，非識字者２．６％，小学校学歴２５．０％，中学
校学歴３７．８％，高校学歴２４．６％，大学や短大以上は
１０．１％になる。また，２００８年結婚登録の統計資料（表
２）によると，台湾籍結婚女性の大学卒業以上学歴の
割合が５７％であるのに対して，東南アジア系結婚移民
女性の大学卒業以上学歴の割合は１０％と，かなり低
い。
これによって，東南アジア系国際結婚の双方の学歴

は台湾の平均水準より低いことが分かる。さらに，母
国で，ある程度の教育を受けたとしても，結婚移民女
性は言語や文字の全く違う国に身を処す時，前述のと
おり，非識字者の直面するような困難に遭遇するとい
う問題がある。

第３項 家庭経済の弱さ

国際結婚した台湾人男性の多くは労働者階層に属す
るか，心身障害者であり，経済の面では収入が少なく，
無収入の場合もある。「外国籍と大陸配偶者生活状況
調査」によると，東南アジア系国際結婚家庭では，「月

表２ ２００８年結婚した新郎と新婦の学歴 単位：人

合 計 小学校以下 中学校 高 校 専門学校 大 学

国

籍

合 計
（外国籍含む）

新郎 １４８，４２５ ３，８７７ １９，２８６ ４７，７９４ ２４，３６７ ５３，１０１

新婦 １４８，４２５ ５，８１６ １９，１６４ ４５，１２０ ２７，５８０ ５０，７５４

台 湾
新郎 １４４，９２１ ３，７２８ １９，０３９ ４７，１１４ ２４，１８５ ５０，８５５

新婦 １３０，４２９ ２．６２７ １２，９３８ ４０，１２７ ２６，２５０ ４８，４８７

中 国
新郎 ３８３ ２７ ６７ ９０ ２７ １７２

新婦 １１，８８７ １，６３７ ４，３２３ ３，３８７ １，１７０ １，３３４

香港・マカオ地域
新郎 ２４３ ３ ２０ ６８ ２６ １２６

新婦 ２６２ ４ ２６ １０６ ２５ １０１

東南アジア各国
新郎 ４７３ ３５ ６１ １０８ ３０ ２３９

新婦 ５，３１５ １，５０４ １，８５６ １，４２１ ９９ ４３５

その他
新郎 ２，４０５ ８４ ８９ ４１４ ９９ １，７０９

新婦 ５３２ ８ ２１ ７９ ３６ ３８８

出典：台湾内政部
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収が２万台湾ドル以下」と「収入が確実ではない」の
２項目を満たしている割合が８５．０％もある。そのうち
台湾人配偶者が従事する仕事の種類は低技能労働が多
い。また，１４．０％の台湾人配偶者は就業していない。
一方，結婚移民女性は言語・学歴面での支障，もし

くは家庭で育児をする必要があるため，外で働いて家
計を助けることができない，もしくは給料が少ないア
ルバイト・単純労働職にしか就けない。当該調査の
データでは，結婚移民女性は１１万人であり，有効な在
留資格を持っている者が約８４，４３０人，そのうち，就労
許可（２００３年５月１２日法制改定以後在留許可を持つ結
婚移民の就労に関しては許可の必要はなくなった）を
取得している結婚移民女性は８２，２１９人である。その中
で，働いているのは２８，４９６人，無職は５３，７２３人であっ
た。

第４項 家庭内の不信感及び権力関係の傾き

国際結婚した台湾人男性の多くは，結婚相手が家事
を担い，子供を育て，高齢者や障害者を看護し，家庭
の働き手を増やすことなどを主たる目的として結婚し
ている２８）。一方は主に家系を後継する目的で，他方は
主に経済的考慮を動機としており，擦れ違いの出発点
からなる結婚である。このような意識に基づいた婚姻
では，相手の女性を子孫を産み育てる生育道具や安価
な労働力と見なすことがよくある。「貿易売買式」の
結婚からなる家庭では，権力の構造も傾いている傾向
にあり，愛が欠乏した婚姻は互いの尊重や理解の欠如
をもたらしやすい。それに加えて，結婚移民女性は言
語の支障，文化や価値観の相違，生活習慣に不慣れな
ことなどのため，家庭の中で目上の者や配偶者とうま
く意思疎通ができず，良好な家族関係が妨げられやす
い。婚姻関係にある双方は，金銭が絡む影響から，互
いに相手に対する尊重や理解が欠乏しがちで，信頼感
が成立しにくい傾向にある。そのため，家庭内で権力
をもつ台湾人配偶者や家族は結婚移民女性に差別的扱
いや精神的・肉体的暴力を加えるケースがしばしばあ
る。しかし，結婚移民女性の多くは経済的配慮から国
際結婚の道を選ぶと同時に，移住先では男性配偶者が
供給する生存資源に頼っているので，家庭内で差別や
暴力を受けても，大半の結婚移民女性は堪えて済ませ
る傾向にある２９）。

第５項 地域社会との接点の遮断

結婚移民女性は母国から離れて，台湾に移住するこ
とにより，母国のソーシャルサポートから断絶され

る。一方，結婚移民女性を迎えた台湾人男性やその家
族は，前に述べたように結婚移民女性に対する不信感
をもつため，彼女たちの家庭外への接触に不安を感
じ，禁止する場合もある。それゆえ，結婚移民女性が
家庭以外の地域社会と接触する機会を奪われるケース
が少なくない。行政側や支援団体などによる結婚移民
女性に対する成人教育を始めとする一連の社会的支援
が，脆弱な信頼関係のコンテクストにより，その効果
が制限されることは，後述の実践例（第４章第２節）
で明らかにされる。

第６項 育児や子ども教育に対する無力感

結婚移民女性を迎えた台湾側家族の多くは子どもを
生育することを強く望んでいる。従って，大半の結婚
移民女性が台湾に来て日が浅く，生活に完全に慣れて
いない，言語もマスターしていない状況で妊娠と育児
を迫られるのである。台湾籍既婚女性の第一子出産平
均年数が２．６年であるのに，ベトナム人結婚移民女性
の第一子出産平均年数は１．４年である３０）。言語や移民
生活・結婚生活に適応するプレッシャーを受けている
結婚移民女性にとって，さらに育児にも難題がもたら
される。
また，国際結婚家庭の台湾人男性配偶者は育児への

参加度合いが低く，子育ての責任を結婚移民女性に課
す傾向にある３１）。子育て知識の欠乏や，生活習慣・文
化差異に不慣れなどの問題を抱えていても，結婚移民
女性は独力で育児しなければならないので，無力感を
感じる者が多い。さらに，子どもが義務教育段階に入
ると，結婚移民女性は言語が不自由であり，低学歴の
要素もあるため，子どもの学習を十分に指導できな
かったり，教師との意思疎通に困難を感じたりする者
が多くいるという実態が浮き彫りにされた。子女を躾
けたいという願望はあるが，実際には順調に進められ
ない。そのため，結婚移民女性に対する支援政策を検
討する際，育児に関する社会的支援の必要性も明らか
である。

第２節 社会からのラベリングや偏見

金銭が絡む結婚関係，偽装結婚での売春や，結婚詐
偽など，結婚移民女性とその家庭に関わるネガティブ
なマスメディアの報道は目立つ。また，結婚移民女性
の出身国・文化に対する先入観や偏見により，結婚移
民女性も社会から差別的扱いを受けることがある。結
婚移民女性を迎えた国際家庭全体が社会から偏見を
持って対処されると，家庭全体がプレッシャーをかけ
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られることになり，結婚移民女性のストレスもさらに
重くなる。その結果，家庭内の権力構造が益々偏り，
結婚移民女性が存在感も失う恐れがある。それに関連
し，家庭構造内の不安定性，社会コンテクストのプ
レッシャーを加え，子どもによる結婚移民である母親
への軽視，出自の否認などの問題が生じ，子どもの成
長に揺れをもたらすという形に帰結しやすい。

第４章 結婚移民に対する支援政策及び実践

前述のとおり，台湾において，国際結婚家庭は多方
面で不利な状況に置かれている。したがって，結婚移
民への支援を強化するため，近年台湾政府の関係部門
も特別対策委員会や部門に跨る組織を多数設置し，政
府の力を統合し，中央と地方の協調を保つことを目指
し，結婚移民への全体的な支援制度の整備に努めてい
る。
結婚移民女性に関する行政の動きには，就業や移民

政策，福祉政策の改定・制定が見られる。
まず，「就業服務法３２）」により，外国籍者が雇用主

を通して政府に就労許可を申請して，これを得ない限
り，就労することは禁止されていた。しかし，その一
方で，国際結婚家庭の大半は経済力が弱いので，結婚
移民女性は家計を助けるため，または母国に仕送りす
るため，無許可で働くケースが多数ある。こうした状
況に応じ，政府は２００３年に「就業服務法」を改定し，
居留許可をもつ結婚移民は自由に就労できることに
なった。
次に，第二次世界大戦以後，主に移民を輸出する側

である台湾における移民にかかわる法的な依拠は１９９９
年制定の「入出国及移民法３３）」である。しかし，その
中の移民に関係する部分は主に台湾から海外に移住し
た者に対する内容である。台湾社会において急増した
結婚移民の社会的ニーズに応じ，政府は２００４年に台湾
に移住する結婚移民に対する管理条例の改定など，
「入出国及移民法」を修訂した。
また，結婚移民の福祉保障や教育支援を強化するた

めに，台湾政府は１９９９年に「外国籍嫁生活適応補導実
施計画」（内政部），２００３年に「外籍配偶照顧輔導措
施」と「外籍與大陸配偶及其家庭之輔導與服務措
施」，２００４年に「建立外国籍配偶者終身学習体系中程
計画」（教育部３４）），「新移民文化計画」（教育部）を制
定した。
台湾における結婚移民に対する福祉及び教育支援は

主に内政部と教育部の２つの部門に任されている。内

政部では，主に結婚移民を対象に生活適応を促進する
学習コースを開催している。教育部では，成人基本教
育（言語学習・識字・生活情報）コースの開催が多い。
本稿では，特に教育支援に関わる対策に着目し，結婚
移民に対する政策内容を個別に取り上げ，説明する。

第１節 中央政府及び地方自治体における教育支援政

策

第１項 「外籍新娘生活適應輔導計劃」（後に「外籍

配偶生活適應輔導計劃」に改正）

結婚移民へのサポートを強化するため，内政部
は，１９９９年に「外籍新娘生活適應輔導計劃」を立案し，
生活適応コースを開催した。そして，２００１年以降，行
政側から資金援助を受ける民間団体が主催する，結婚
移民識字コースや生活適応コースも開設され，結婚移
民に対するサポートはさらに強く推進されていった。
行政と民間団体が主催するコースのいずれも，言語教
育，生活適応，子育て知識や親教育のほかに，就業能
力の養成などに積極的に取り込まれている。
また，内政部は２００５年からの１０年の間に３０億台湾ド

ルをかけて，「外籍配偶照顧輔導基金」を創設し，結
婚移民の各種の学習コースへの参加を奨励し，結婚移
民の教育レベルや親としての子育て・教育能力の向上
を目指している。
そして，２００５年から２００８年までの内政部中期施政方

針に含まれる１３８の計画の中で，国際結婚家庭に直接
に関わる計画は合計４つあり，その内容は結婚移民の
生活適応，言語教育，関連する特別研究，親教育，法
律支援などを一括したものである。さらに，それらの
計画実施に４４，９００万台湾ドルの予算を組んだ。

第２項 「外籍配偶終身學習體系中程計畫・草案」

教育支援に直結する部門である教育部は，結婚移民
が現実に直面している言語学習のニーズを満たすため
に，２００２年から「台湾地域居留証３５）」と「中華民国旅
券」を所有する者に対して，夜間学級と研修学校に入
学することを認可し，正式な学歴を獲得することも認
めた。
更に教育部は，結婚移民の生涯学習システムを築

き，台湾での生活にスムーズな適応を促し，自己に対
する価値観を高め，エンパワーメントを目指し，個人，
家庭と社会の発展を図るため，「外籍配偶終身學習體
系中程計畫・草案」（教育部２００５年から２００８年までの
中期施政計画）を立案した。実施期間は２００４年から
２００８年までの５年間，予算は１億台湾ドルと見積もら
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れている。その上，２００４年から３つの段階に分け，１０
年の間に結婚移民を台湾の生涯教育システムに収める
ことを目標として設定している。更に，各県市の自治
体で開設された成人教育（夜間学級，マンダリンクラ
ス）を通して，結婚移民の言語（マンダリン）能力を
向上させる（教育部広報 ２００４）。
実施内容としては，結婚移民とその家庭の学習需要

に関する研究を進め，相応の課程を開発し，専門の教
師を育成すること，国際結婚家庭を対象とする生涯学
習活動と多文化教育を施すこと，東南アジアとの国際
文化交流を推進することなどがある。
実施方法として，教育部は各自治体政府の成人基本

教育コース，家庭教育センター及び民間団体に指導，
補助を与え，また，関連する自治体政府と学術機構に
結婚移民向けのテキストや家庭教育の大綱の編集を委
託する。さらに彼らの協力を得て予備教師の育成と訓
練を行う。それらを通じて，結婚移民の生涯学習シス
テムを築く。

第３項 「新移民文化計画」

行政院３６）が２００４年に制定した「現階段外籍與大陸配
偶移入因應方案」と「建立終身學習社會五年計畫」に
基づき，教育部は２００５年に「新移民文化計畫（２００５年
～２００８年）」を制定した。この計画の第１目標は，国
民の新移民への共感や認識を高め，台湾と国際文化と
の交流や融合を促すことである。第２目標は新移民の
生涯学習システムを構築し運用することにより，結婚
移民女性の自己に対する価値観を高めさせ，国際結婚
家庭の親子の読書習慣を養成し，個人，家庭，社会の
より良い発展を促すことである。最終的な目標として
は，国際児の二文化への認識を促進し，健全な文化意
識と人格発展を育むことである。実施内容は，結婚移
民の生涯学習システムを築き，新移民学習センターの
設立，結婚移民の教育研修や家庭教育活動への参加の
奨励，結婚移民の学習ルートの普及，国際結婚家庭に
関する調査研究や学術交流の継続，多文化教育や異文
化間理解の促進，移民に対する情報の提供などがあ
る。
また，新移民や国際結婚家庭に関わる学術研究の促

進を継続するために，「教育部顧問室新興議題中程綱
要計畫」に基づき，「新移民與多元文化計畫（２００７年
～２０１１年）」を制定し，新移民や多文化共生・異文化
理解に関する研究計画を補助する。

第４項 地方自治体レベルにおける支援対策

結婚移民やその家庭に，より健全な支援を提供する
ために，各地方自治体は施設を整備し，サービスの提
供に努めている。ここでは，東南アジア結婚移民女性
の数が上位である T県の例を取り上げる。T県では，
結婚移民の生涯学習の土台として，「新移民学習セン
ター」を設立した。また，積極的に結婚移民を対象と
する生活適応クラス，成人基本教育（言語・識字学習）
クラスを開催するほかに，結婚移民の夜間学級（小中
学校）への参加も奨励する。そのほかに，結婚移民向
けの無料相談ラインを設け，多言語で就労・医療・人
身安全・子育てなどの多様な情報提供や通訳サービス
を行う。民間団体を助成し，行政側や民間の資源を統
合し，異文化理解活動，通訳や親教育など相関のサー
ビスを提供する。

第２節 Ｔ県における教育支援の実践―Ａ小学校の事

例

１９９９年の中央政府の行政命令により，結婚移民が正
式に成人教育の対象となり，２０００年から結婚移民が地
域における公立小学校の夜間学級へ参加できるように
なった。T県では，２００３年結婚移民の小中学校の夜間
学級への参加を奨励してから，公立小学校は結婚移民
の教育支援には重要な役割を果たしている。そこで，
本稿では T県における A公立小学校の事例を取り上
げる。

A小学校は台湾北部 T自治体の商工業地域に属し
ている。商工業の発展や労働力需要の拡大に伴い，台
湾中部や南部から移入する人口が多く，その世帯の構
造は核家族を主としている。調査の時点３７）では，幼稚
園児を含めた生徒数は約２，３２０人で，そのうち，片方
が結婚移民である親をもつ児童数は１２４人で，約５．３％
を占めている。

A小学校は政府の教育支援政策に応じ，また，国際
結婚家庭の家庭教育機能が子どもの教育効果に直結す
るという認識に基づき，「ニューカマーである結婚移
民の教育に学校が学習センターの機能を担うべきであ
る」という理念で，結婚移民の成人教育に力を注いで
いる。そこに，行政側の経費補助のほかに，積極的に
社会の資源を求め，特に K基金会の協力を受け入れ，
地域における結婚移民の親教育，ボランティアの訓練
などに力を注いでいる。
国際結婚家庭の家庭教育機能を促すため，主に子育

て担当の結婚移民女性のエンパワーメントが有効であ
るという視点から，学校は結婚移民を対象に教育や訓
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練サービスを提供する。これらサービスの担い手とし
ては，主に「訓導処３８）」と「輔導処３９）」が協力して全
体的に計画・実施している。ここでは，A校における
結婚移民向けの教育支援を取り上げ考察する。

第１項 結婚移民向けの言語学習を工夫した「夜間

学級からのモデルチェンジ」

台湾に帰化したい場合は，７２時間の言語学習が必要
であるという政策が提出された後，結婚移民の言語学
習への関心が一層高まった。また，結婚移民が夜間学
級を受講する場合は，自治体行政側が授業料を補助す
るため，家計負担にはならない。それゆえ，本来，成
人非識字者の読み書き教育の提供を目的として機能し
ている公立小学校の夜間学級において，近年台湾籍成
人非識字者人数が減りつつある一方，言語学習ニーズ
のある結婚移民が増加傾向にある。
結婚移民が夜間学級を選択する理由は，無料で言語

を学べるルートであるだけではなく，夜間学級を修了
後，小学校卒業の学歴が獲得でき，将来就職する場合
には有利かもしれないという考えもある。
しかし，一方，小学校の教員が教科学習をメインと

して実施する夜間学級の授業内容と結婚移民のニーズ
との不一致，元々夜間学級に通っている学生との文化
背景の差異による指導の困難などの原因で，A校は
２００２年度から，夜間学級をニューカマーを対象とする
専門クラスと，ニューカマーと一般の人を対象とする
混合クラスの２種類のクラスに分けた。また，教育内
容について，読み書き以外，結婚移民のニーズに合わ
せた生活適応，風俗習慣などの内容も加えてアレンジ
した。専門クラスは，受講者の同質性が高いので，授
業はより深く・広く進むことができる。混合クラスで
は，結婚移民が一般の人と一緒に勉学するので，クラ
スメートから現地の生活知識などを吸収しやすいよう
である。どちらのクラスにしても，結婚移民にとって，
言語の習得以外，台湾人や他の結婚移民と接点を持つ
ことにより，地域における人間関係の輪を拡大する機
能が付加されている。
但し，学校の夜間学級などの学習クラスを利用する

結婚移民はやはり少ないという課題がある。T県生涯
教育センターの統計によれば，２００６年５月まで T県
C市（A校の所在地）内に居住している結婚移民女性
は６，９０４人に達するにも拘らず，C市の中小学校の夜
間学級に在籍する結婚移民数は５２０人で，学校システ
ムに入る人数は総人数の７．３％で，１割にも達してい
ないのが現実である。

学校側も学生を募集することに困難を感じている。
現在，自治体の政策は積極的に学生を募集するのでは
なく，ニーズのある人を自主的に参加させるという方
針であるため，学習者の募集は学校側に任されてい
る。学生を募集するに際して，A校は地域の人脈に着
目している。在校中の国際児を通して保護者に利用で
きる資源を紹介すること，夜間学級に通っている結婚
移民を通して宣伝すること，「里長４０）」の宣伝などを
通して受講者を招き寄せるなどが挙げられる。

A校の夜間学級に在籍している結婚移民女性に対す
る調査結果４１）によると，７割の受講者は家族や近所の
結婚移民女性などの知人を通して夜間学級の情報を入
手した。一番の学習動機について，「本人のコミュニ
ケーション能力を促進したい」が４８％の割合を占め，
「言語能力を強化し，子どもの教育の力になりたい」が
３６％の割合を占めた。そのほかに，「帰化するため」，
「学歴獲得・就職のため」もかなりの割合を占めた。学
習の内容について，９割以上の受講者は夜間学級での
学習自体が役に立ったと回答したが，学習の内容に対
し，もっと実際生活のニーズに直接役立つ内容を希望
する声も出た。台湾語の学習，福祉・権利などに関す
る法律知識，パソコンの使用などを学習内容に入れて
欲しいという意見であった。また，９割近くの受講者
は，夜間学級での受講を通して近所での人間関係の輪
が拡大し，地域社会との繋がりが以前より強くなった
と回答した。

第２項 子どもの教育への参加意欲・ノウハウを期

する「親子共学政策」

結婚移民女性の子育て能力を高め，親子の良好な相
互協力関係を増進し，子どもの教育への参加意欲を高
めるため，A校は夜間学級以外に，結婚移民女性に親
子活動を主軸とする学習活動を取り入れている。調査
当時の時点で，A校に在籍する国際児は主に低中学年
に集中しているので，学校側は生徒が放課後と休日の
時間帯を利用し，K基金会や市立中央図書館と協力し
て，「親子絵本読書」と「国際家庭共学」などの活動
を行う。それらの活動は主に絵本の読書，風俗習慣に
関する工芸作業などである。
活動を企画した K基金会と学校の担当者の観察に

より，親子共同作業の「親子共学４２）」活動に参加した
親子の学習態度が，参加する前より良好で，注音記
号４３）の運用に習熟し，読書の理解力も高まり，集中力
も長くなり，主体的に創作する態度・行為も見られる
と評価した。活動の参加者からも好評を博した。
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但し，参加する結婚移民女性の人数が少なく，参加
者の重複性が高いのが最も大きな問題点である。その
問題点の発生は，行政側や民間団体が提供している豊
かな資源が必ずしも有効に結婚移民女性やその家庭に
届いていないという理由に加え，結婚移民女性自身の
意識や家族の態度にも深く関わっている。
親子活動の価値を認めない人もいれば，家事や家計

の一部を担う多忙な結婚移民女性たちの中にも，それ
らの活動は優先順位が下位と見なす人もいる。また，
台湾人配偶者や家族は，結婚移民女性の外出に不安を
感じ，結婚移民女性の学校・地域活動の参加に非協力
的・拒否するケースも多くある。それに対し，学校側
と基金会は積極的に結婚移民女性の家族と良好な関係
を築き，結婚移民女性が活動に参加すれば，子どもの
教養・教育に役に立つ知識・技能を身につけられるこ
とを，結婚移民女性の家族に説明する。子どもは家族
の一番の関心事なので，子どもの教育にいい影響を与
えるということで，家族も殆ど受け入れ，結婚移民女
性の活動参加に少しずつではあるが協力的になってき
た。

A校での実践で分かったのは，行政側からの支援策
は一定の効果があること，言語コミュニケーションの
ニーズ，子育ての需要，帰化，就職などの要因が結婚
移民女性の学習を動機付けること，さらに，夜間学級
を通し，結婚移民女性は地域社会とより接近できるよ
うになったことであり，小学校は結婚移民女性が地域
社会との媒介という重要な役割を担っていると考えら
れる。
しかし，その一方で，いくつかの問題点も浮かび上

がった。学習内容をより結婚移民女性のニーズに合わ
せて調整する必要がある。結婚移民女性の情報獲得
ルートが偏り，制限されているため，行政などからの
社会的支援をいかに効果的に結婚移民女性に提供する
かという課題も残る。また，結婚移民女性の社会参加
は，家族の賛成か反対かの態度によって左右されるこ
とも明らかになった。夜間学級の受講は結婚移民女性
の言語能力や台湾社会の風俗慣習の学習など生活適応
の促進に直接繋がるので，配偶者や家族は比較的に賛
成，むしろ励ましの態度を示している。それは，受講
する結婚移民女性の出席率や関わり方に反映されてい
る。その反面，夜間学級以外の活動，つまり地域社会
との接触を拡大するものには，大半の家族は敬遠，拒
否の態度を取る。その家族の結婚移民女性の社会参加
に対する抵抗の背景には，結婚移民女性に対しての不
信感という問題が垣間見られる。

第５章 結び

台湾社会において，国際結婚の急増がついに結婚移
民女性の問題として大きく取り上げられざるを得なく
なった。それに応じて，行政側は一連の手厚い対応策
を提出し，結婚移民女性と国際結婚家庭を支援してき
た。しかし，政策立案から実践の全段階を通して，結
婚移民女性に一方的に同化を強要するような可能性は
避けなければならない。経済的・社会的な要素が絡む
国際結婚は，成立の当初から社会からの偏見や家庭に
おける権力の不均衡など，様々な問題をはらんでい
る。それゆえ，結婚移民女性や，国際結婚家庭が直面
する問題，及びそれに対する政策の有効性や限界を究
明する際，家庭の構造，社会のコンテクストの観点を
見逃すことはできない。
今まで，言語の学習など結婚移民女性のエンパワー

メントを中心とした支援を実現させてきたが，台湾社
会全体，台湾人配偶者や家族が結婚移民女性を理解・
尊重しない，信頼関係を築かない限り，結婚移民女性
は依然として窮地に陥ったままである。一方，家庭内
資源の不足や家庭構造の不安定さから，国際結婚家庭
にはまた，子どもの教育という大きな課題が存在す
る。それらを取り上げ追究するのは今後の課題であ
る。

（指導教員 恒吉僚子教授）
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Press.

Thanh-Dam Truong 2000 A Feminist Perspective on the Asian Mir-

acle and Crisis : Enlarging the Conceptual Map of Human Develop-

ment. Journal of Human Development, 1(1), 159―64.
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３）「２００８年厚生労働省人口動態統計年報」（２０１０年６月発表）によ

る。２００８年日本における国際結婚の相手の主な出身国籍は，配偶

者女性（夫が日本人）では，中国（１２，２１８人），フィリピン（７，２９０

人），韓国・北朝鮮（４，５５８人），タイ（１，３３８人），ブラジル（２９０

人），アメリカ（２１５人），ペルー（１１６人），イギリス（５９人），そ

の他の国（２，６３６人）である。

４）２００７年韓国行政安全部の統計による。韓国に居住する国際結婚

をした外国人女性は約１１万人で，国籍別では，中国５３．４％（中国

朝鮮族と漢族），ベトナム１９．８％，日本４．９％，フィリピン４．５％，

モンゴル１．９％になる。

５）２００９年台湾内政部の統計資料「外籍配偶人數與大陸（含港澳）

配偶人數」による。２００９年台湾における国際結婚をした外国人女

性の主な出身国籍は，ベトナム（８３，２２６人），インドネシア

（２６，３１１人），フィリピン（６，３４８人），タイ（５，５５５人），カンボジ

ア（４，３２１人），日 本（１，６８３人），韓 国（７３４人），そ の 他 の 国

（５，２８４人）である。

６）鐘重發 ２００４ 台灣男性擇娶外籍配偶之生活經驗研究 嘉義大

學家庭教育研究所論文

陳庭芸 ２００２ 澎湖地區國際婚姻調適之研究：以印尼與越南新

娘為例之比較 國立台灣師範大學地理研究所碩士論文

７）江亮演，陳燕禎，黄稚純 ２００４ 大陸與外籍配偶生活調過之探

討 社區發展季刊 １０５期 pp.６６―８９

８）夏曉鵑 １９９７ 女性身體的貿易：台灣／印尼新娘貿易的階級，

族群關係與性別分析 騷動季刊 第４期 pp.１０―２１

９）張實英 １９９６ 買賣的婚姻―東南亞新娘的交叉剥削圖像 女誌

８ pp.３７―３９

１０）夏曉鵑，前掲の文献（１９９７）

１１）王宏仁 ２００１ 社會階層化下的婚姻移民與國内勞動市場：以越

南新娘為例 台灣社會研究季刊 ４１期 pp.９９―１２７

１２）同上

１３）夏曉鵑 ２０００ 資本國際化下的國際婚姻─以台灣的「外籍新

娘」現象為例〉 台灣社會研究季刊 ３９：４５―９２。

夏曉鵑 ２００２『流離尋岸─資本國際化下的「外籍新娘」現象』

台北：台灣社會研究叢刊

１４）鄭雅� ２０００ 南洋到台灣：東南亞外籍新娘在台灣婚姻與生活

探究―以台南市為例 國立東華大學族群關係與文化研究所碩士論

文

夏曉鵑，前掲の文献（１９９７）

１５）夏曉鵑 ２００３ 從全球化下新女性移民人權反思多元文化政策

２００３ 全球客家文化會議発表

１６）台湾（中華民国）の国家行政機関で，外交を担当する。最高国

家行政機関である国務院の構成部門の一つ。日本の外務省に相当

する。

１７）外交部の歴年外国人配偶者居留ビサ統計資料による。

１８）蕭昭娟 ２０００ 國際遷移之調適研究：以彰化縣社頭郷外籍新娘

為例 國立台灣師範大學地理學系碩士論文

１９）台湾内政部の歴年外国人配偶者統計資料による。

２０）台湾（中華民国）の国家行政機関で，地方自治など国内の行政

を担当する中央官庁である。

２１）２００５年台湾内政部の結婚統計資料による。

２２）内政部 ２００３ 九十二年外籍與大陸配偶生活状況調査

２３）�建達 ２００１ 國民小學實施外籍新娘識字教育之研究─以一所

山區小學為例 臺中師範學院國民教育研究所碩士論文

�舒靜 ２００３ 台灣外籍新娘分�及其相關因素之研究 國立�
南大學教育政策與行政學系碩士論文

王宏仁，前掲の文献（２００１）

２４）Turelove, M. 2000 Service for immigrant women : An evaluation of

location Canadian Geographer 44, p. 135―151.

２５）Mandarin。いわゆる北京語である。現在，台湾や中国における

公用語となっている。

２６）内政部１５歳以上人口教育程度統計（２００９）年による。

２７）内政部，前掲の文献（２００３）同上注２２

２８）�守娟 ２００２ 以性別觀點看婚姻關係與婚姻治療中的權力議題

諮商與輔導 第２０４期 pp.２―８

２９）張�珮 ２００３ 文化差異下跨國婚姻的迷魅以花蓮縣吉安�越南
新娘的生命經驗為例 國立花蓮師範學院多元文化研究所碩士論文

陳佩瑜 ２００３ 台灣想像與落差：十九個埔里越南新娘的故事

國立�南大學東南亞研究所碩士論文
３０）王宏仁，前掲の文献（２００１）

３１）陳美惠 ２００２ 彰化縣東南亞外籍新娘教養子女經驗之研究 國

立嘉義大學家庭教育研究所未出版碩士論文

３２）台湾における就労関係内容を規定する法律。

３３）日本の「出入国管理及び難民認定法」に相当。

３４）日本の文部科学省に相当。

３５）外国人が台湾に長期滞在する際に必要とする身分証明証のこ

と。いわゆる日本の外国人登録証。

３６）台湾（中華民国）の「国家の最高行政機関」である。いわゆる

内閣に相当する。

３７）２００６年９月。

３８）教育課程の作成など学校運営に関する業務を管理・担当する学

校の教務相当部門。

３９）生徒の心理・学習適応意に関するカウンセリングなどの業務を

担当する学校の部門。

４０）台湾における行政区画の末端組織の最下級単位である里の長。

４１）２００６年 A小学校の補導処により実施した夜間学級の受講者に

対するアンケート調査。

４２）親子が共同で行う読書。幼い子どもに親が絵本を読んであげた

り，或いは，学齢に達した子どもと親が同じ本を読み，互いに感

想を分かち合ったり討論したりする等の活動。それらの活動を通

しての読書習慣の養成も一つの目的である。

４３）台湾独自の発音記号。

台湾における結婚移民女性に関する動向と支援策 ３３
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